
E ． 国 と 地 方 の

在 り方 、

地 域 活性 化

関 係

府 省 等
対 応 状 況 主 な 成 果 課 題 これ か らの 取 り組 み

ィ ．税 制 改 革

○今後の経済社会の構造変化
等に対応した望ましい税制の
構築に向けて、政府税制調査
会において、今後とも引き続
き、所得、消費、資産等の適
切な課税ベースの選択、でき
るだけ広い課税ペースの確保
等、幅広い観点から検討を行
う。とりわけ貯蓄・消費行
動、投資・起業行動、労働供
給・就業形態に対する誘因を
十分に考慮して、個人、企業
の経済行動に対して中立的な
税制の構築に取り組む。

財務省・総
務省・税制
調査会

・税制改革については、昨年6月
に政府税制調査会において「ある
べき税制の構築に向けた基本方
針」が取りまとめられるとともに、
税制改革の基本を含む「基本方
針200 2」が閉経決定された。さら
に、それらも踏まえ、平成15年度
税制改正で広範にわたる各税に
わたる改正を行うこととしている。

①第156回国会において平成15
年度税制改正法案の年度内成立
を図る。法案の成立・施行にあ
たっては、新しい制度が国民に利
用されるよう政府広報等の手段に
より情報提供を行う。
②・③「基本方針200 2」やrある
べき税制の構築に向けた基本方
針」を踏まえ、更なる検討を行う。

○地方行財政の効率化を前 総務省 「基本方針2 0 0 2 」において、国庫補助負 「基本方針」を踏まえ、各 （O r基本方針」を踏まえ、
蛙に自主財源を中心とした 財務省 担事業の廃止・縮減について、年内を目途に 省庁において、国庫補助負 本年6 月頃を目途に、補助
歳入基盤を確立し、税源の 地方分権改 結論を出す、これを踏まえ、国庫補助負担 担金の整理合理化について 金、交付税、税源配分の三
偏在性が少なく、税収の安 革推進会議 金、交付税、税源移譲を含む税源配分のあり 更に具体的な検討を進める 位一体の改革案がとりまと
定性を備えた地方税体系を 税制調査会 方を三位一体で検討し、それらの望ましい姿 必要。 めらる予定。
構築するとの観点から、地 とそこに至る具体的な改革工程を含む改革案 ②、③上記改革案に盛り込
方税を充実確保を図ること を、今後一年以内を目途にとりまとめる、と まれた内容が 「改革と展
が重要である。その一環と された。 望」の期間中 （平成1 8 年
して、地方分権推進会議に 昨年1 2 月には、 「改革と展望」・期間中にお 度まで）に実施される予
おける事務事業のあり方及
び税財源配分のあり方関す
る調査審議を踏まえながら
国と地方の役割分担の見直
しを踏まえつつ、国庫補助
負担金の整理合理化や地方
交付税のあり方の見直しと
ともに、税源移譲を含め国
と地方の税源配分について
根本から見直しそのあり方
を検討する。その際、国・
地方それぞれの財政事情や
個々の自治体に与える影響
等を踏まえる。

ける国庫補助負担事業の廃止 ・縮減等の基本
方針について、 「国と地方に係る経済財政運
営と構造改革に関する基本方針」が取りまと
められ、閣議に報告された。
また、平成1 5 年度予算において、三位一体
改革の芽を出した。

・国庫補助負担金について、総額5．625億円
の削減と所要財源に係る暫定措置、

・地方交付税について、，地方財政計画の規模
抑制、

・税源移譲を含む税源配分について、自動車
重量譲与税の譲与割合の引上げ等

定。
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口．歳串改革

○公共事業費の地方負担及総務省 1　公共事業については、 地方団体の財政運営への
び地方単独事業について、 ①地方債の充当率を引き下げるとともに、 影響を注視しつつ、今回の
事業資補正等 （地方債の元
利償還等を指標として各地
方公共団体の現実の事業量
の大小を基準財政需要額の
策定に反映する仕組み）を
適用する範囲・程度を縮小
し、標準事業費方式による
算定の比重を高める方向で
見直す。

②事業費補正方式の算入率を引き下げた。
（概ね70～60％を30％（一部45％）程度へ）
2　単独事業については、．
①対象とする事業を限定する（箱物整備は原
則対象外）とともに、
②事業費補正の算入率を引き下げた。 （55～
30％を30％へ）

見直しを継続。

○地方行財政の効率化を前 総務省 「基本方針2 0 0 2 j において、国庫補助負 r基本方針」を踏まえ、各 ① r基本方針」を踏まえ、
堤に自主財源を中心とした 財務省 担事業の廃止・締減について、年内を目途に 省庁において、国庫補助負 本年6月頃を目途に、補助
歳入基盤を確立し、税源の 地方分権改結論を出す、これを踏まえ、国庫補助負担 担金の整理合理化について 金、交付税、税源配分の三
偏在性が少なく、税収の安 草推進会議金、交付税、税源移譲を含む税源配分のあり 更に具体的な検討を進める 位一体の改革案がとりまと
定性を備えた地方税体系を税制調査会方を三位一体で検討し、それらの望ましい姿 必要。 めらる予定。
構築するとの観点から、地 とそこに至る具体的な改革工程を含む改革案 （診、③上記改革案に盛り込
方税を充実確保を図ること を、今後一年以内を目途にとりまとめる、と まれた内容が 「改革と展
が重要である。その一環と された。 望」の期間中（平成1 8年
して、地方分権推進会議に
おける事務事業のあり方及
び税財源配分のあり方関す
る調査書談を踏まえながら
国と地方の役割分担の見直
しを踏まえつつ、国庫補助
負担金の整理合理化や地方
交付税のあり方の見直しと
ともに、税源移譲を含め国
と地方の税源配分について
根本から見直しそのあり方
を検討する。その際、国・
地方それぞれの財政事情や
個 の々自治体に与える影響
等を踏まえる。

昨年1 2月には、 r改革と展望」期間中にお
ける国庫補助負担事業の廃止・縮減等の基本
方針について、「国と地方に係る経済財政運
営と構造改革に関する基本方針」が取りまと
められ、閣議に報告された。
また、平成1 5年度予算において、三位一体
改革の芽を出した。

・国庫補助負担金について、総額5，625億円
の削減と所要財源に係る暫定措置、

・地方交付税について、地方財政計画の規模
抑制、

・税源移譲を含む税源配分について、自動車
重量譲与税の譲与割合の引上げ等

度まで）に実施される予
定。
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○団体規模等に応じて仕事
や責任を変える仕組み （例

内閣府
総務省

第27次地方制度調査会において、昨年7 月に
決定された①基礎的自治体のあり方、②大都

本年度中を目途に r中間報
告書」を取りまとめ、内閣

えば、人口30万以上の自体 地方制度調 市のあり方、③都道府県のあり方、④地方税 総理大臣に提出する予定。
にはより大きな仕事と責任 査会 財政のあり方等の審議事項の中で、地方公共 また、任期である本年1 1
を付与、小規模団体には仕 団体の仕事及び責任あり方について検討を 月までに最終答申を取りま
事と責任を小さくし、都道
府県が肩代わり等）につい
て、第27次弛方制度調査会
において、その実現を目指
し検討する。

行っているところである。 とめ、内閣総理大臣に提出
する予定。

○地方交付税の見直しにつ 総務省 1　段階補正については、14年度から3 年間 地方団体の財政運営への
いて上記具体案に基づき措 で割増率の引下げを実施。 （14年度、全国総 影響を注視しつつ、今回の
置
※上記の内容
●地方交付税算定におけ
る段階補正の見直しや、事
業費補正等を適用する範
囲・程度の縮小について具
体案を策定。また、税収確
保努力へのインセンティブ
強化のため、留保財源率の
見直しを検討n

額で約700億円程度を引下げ）
2　事業費補正については、14年度から算入
率の引下げを実施。
3　 留保財源率については、都道府県分につ
いて15年度から5 ％引き上げることとした。

見直しを継続。

ホ ．そ の他 の 制

度 改 革

O r地方自治法等の一部を
改正する法律案」 （継続審
議中）の成立により、合併
協議会設置に係る住民発議
制度の拡充及び住民発議制
度の導入並びに税制上の特
例措置の拡充を実施する。

総務省 ・平成14年法律第4号として成立。 ・改正法に基づき、7件の住
民投棄が実施され、うち3件
で賛成多数により法定協議
会が設置された （平成15年2
月26日現在）こ

（り

・地方税法等の一部を改正
する法律案により、税制上
の特例措置を拡充予定 （審
議中）。
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O r市町村合併支援プラ 総務省 ・関係府省においてr市町村合併支援プラン」の ・平成13年8月の支援プラン ①

・市町村合併支援プランのン」の各種事業を実施。 関係府省 各種事業を実施しており、現在フォローアップ実 策定以降、静岡市など20件
施中。 の市町村合併が成立又は

市町村合併の告示済み（平
成15年3月19日現在）。

・法定協議会又は任意協議
会を設置している市町村
（1，618）が全市町村（3，217）

の過半数を突破（平成15年

1月1日時点）。

・都道府県により、312地域
1328市町村が合併重点支
援地域として指定く平成15
年3月17日）。

フォローアップを実施。

○平成13年度及び平成14年 総務省 ・14年6月を広報強化月間とし、政府広報を積極 q）．（診、（診
度以降において 「市町村合 関係府省 的に実施するとともに、6月26日、東京において ・合併特例法の期限である平
併支援プラン」に盛り込ま 市町村合併支援シンポジウムを実施。 成17年3月までに十分な成果
れた各省庁連携施策を実施 ・14年7月から12月にかけて、全47都道府県にお が挙げられるよう自主的な市

し、平成17年3月の市町村
合併特例法の期限までに市
町村合併を強力に推進す
る。特に、平成13年相月以
降に、重点的な広報・啓発
を行う。

いて、市町村合併のシンポジウムを開催。 町村合併を積極的に推進。

O 「IT 人づくり計画」を 総務省・文 地域の教育等の高度化を実現するため、学 平成 1 5 年2月までに約 ・「e－Japan重点計画－2 0
実施する。 （学校の高速・部科学省 校、図書館、公民館、市役所などを高速・超 6，5 0 0 校の学校を高速 0 2 」で掲げられた、2 0
超高速インターネット接続 高速で接続する地域公共ネットワークの整備 のネットワークで整備。 0 5 年度までの概ねすべて
の推進、コンテンツの制 に取り組む地方公共団体等を支援していると （整備中を含む。） の公立小中高等学校等の高
作・流通の促進、教員の l ころであり、平成1 5 年2月までに5 9 8事 速インターネット常時接続
丁指導力の向上、国民の情
報リテラシー向上、I T 職
業能力開発、専門的I T 人
材育成等）

業で交付 （貸付）決定。 を目指して、引き続き、地
域イントラネット基盤施設
整備事業等により、学校の

lT 環境の整備に取り組ん
でいく予定。
○平成1 4 年度補正予算
地域イントラネット基盤施
設整備事業

2 4 ，3 6 5 百万円
○平成1 5 年度政府予算案
（勘地域イントラネット基盤
施設整備事業

3，9 6 3 百万円
②埠域公共ネットワーク基
．盤整備事業
2，0 4 2 百万円
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○学校、図書館等の超高速
インターネット接続わ推進
や関連するIT環境の整備
等を通じ、学校等の情報化
を推進する。

総務省・文
部科学省

地域の教育等の高度化を実現するため、学
校、図書館、公民館、市役所などを高速・超
高速で接続する地域公共ネットワークの整備
に取り組む地方公共団体等を支援していると
ころであり、平成15年2月までに598事
業で交付（貸付）決定。

平成15年2月までに約
6，500校の学校を高速
のネットワークで整備。
（整備中を含む。）

・「e－Japan重点計画－20
02」で掲げられた、20
05年度までの概ねすべて
の公立小中高等学校等の高
速インターネット常時接続
を目指して、引き続き、地
域イントラネット基盤施設
整備事業等により、学校の
IT環境の整備に取り組ん
でいく予定。
○平成14年度補正予算
地域イントラネット基盤施
設整備事業
24，365百万円
○平成15年度政府予算案
①地域イントラネット基盤
施設整備事業
3，963百万円
②地域公共ネットワーク基
盤整備事業
2，042百万円
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E ．国と地方の

在り方、
地域活性化

．関係

・府省等

対応状況 主な成果 課題 これからの取り組み

口．歳 出改革

（4 ）産業発掘力戦略 総務省 （共同アウトソーシング）
全国の都道府県において、市町村との ・ 業務用アプリケーシヨ

②③

・平成1．5年度中に7程度の都道府総務省、関係府省は1 情 平成1 5年度予算要求において、2 8°．0億円を計上。
報開示の推進等を含め電
子政府・電子自治体を推
進し、原則全ての国民と
の間の手続きの電子化を

これを受け、全国4 5 団体が検討。 間に共同化に関する協練が開始される
とともに、恒久的な協穣会等の枠組み
を設定した都道府県が3 4 ある。
将来的な効果として、

ンの運用・保守等を行う I
D C （インターネット・
データ・センター）の確
保。

県、平成1 6年度までにすべての地
方公共国体における運用開始を予
定。

・地方公共団体に方針を明示し　必平成 1 5年度中に実施す
る。また、関係府省は、
J T S、G I Sの本格的
普及、医療や防災等の公
共分野における I T 加
速、電子商取引等を推進
するとともに、電子入札
を積極的に進める。

・運用コストの約7割削減 （5 0 市町
村、人口1 5 0 万人の場合を想定） ・汎用性、拡張性及び安定

．ヽ．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヽ要な研修等を予定。

・データセンターの運営等を行う地元 性を有するアプリケーシヨ ・各都道府県間において適切な役割
I T 企業を中心に、通信サービスの提
供、ネットワークの保守・運用、メン
テナンス、物流サービス等、さらには

ンの開発。

・ 住民のニーズの高いプ

分担により早期整備を図る．また、
各団体が開発したアプリケーション
プログラムを掲示し、＿互いに共用す

職員の教育・訓練等について地元で相 リケーションソフトの適切 る仕組みの開発を行う。

当の需草効果の創出
が期待される。

な開発。

・　アウトソーシングに際
して、受託事業者における1
情報セキュリティ、個人情
報保護の確保。

・ 行政評価 ・費用対効果
の検証

・委託先とのS L A （サービス・レ
ベル・アグリーメント）に関する検
討を行う。

・チェックリスト等を提示し、必要
な監査体制の整備を図る。
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（5）地域力戦略 総務省 （共同アウ トソーシング） 全国の都道府県において、市町村と ・業務用アプリケーション②③
総務省は、平成14年度から 平成 1 5 年度予算要求において、 2 8 ． 0 億円を計 の間に共同化に関する協議が開始さ の運用 ・保守等を行う I D ・平成 1 5 年度中に 7 程度の
地方自治体の汀を活用した 上。これを受け、全国4 5 団体が検討。 れるとともに、恒久的な協議会等の C （インターネット・デー 都道府県、平成 1 6 年度まで
業務の共同化やアウトソー 枠組みを設定した都道府県が 3 4 あ タ ・センター）の確保。 にすべての地方公共団体にお
シングの推進により、地元関 る。

将来的な効果として、
・汎用性、拡張性及び安定 ける運用開始を予定。

連産業の活性化を図るとと 性を有するアプリケーショ ・地方公共団体に方針を明示
もに、安全な地域づくりのた
め、情報システム、人材育成
等の消防防災基盤整備を推
進する。

・運用コストの約 7 割削減 （5 0 市 ンの開発。 し、必要な研修等を予定。
町村、人口 1 5 0 万人の場合を想 ・住民のニーズの高いプリ ・各都道府県間において適切
定） ケーシヨンソフトの適切な な役割分担により早期整備を
・データセンターの運営等を行う地 開発。 図る。また、各団体が開発 し
元 I T 企業を中心に、通信サービス ・アウトソーシングに際し たアプリケーションプログラ
の提供、ネットワークの保守 ・運 て、受託事業者における情 ムを掲示し、互いに共用する
用、メンテナンス、物流サービス 報セキュリティ、個人情報 仕組みの開発を行う。
等、さらには職員の教育 ・訓練等に 保護の確保。 ・委託先との S L A （サービ
ついて地元で相当の需要効果の創出 ・行政評価 ・費用対効果の ス ・レベル ・アグリーメン
が期待される。 検証 ト）に関する検討を行う。

・チェックリス ト等を提示
し、必要な監査体制の整備を
図る。

総務省は、平成14年度から 総務省 国民の安全 ・安心の確保を目的とした消防防災基盤の整 東海地震等の発生の恐れ 大規模、特殊災害に対処する
地方自治体の汀を活用した
業務の共同化やアウトソー
シングの推進により、地元関
連産業の活性化を図るとと
もに、安全な地域づくりのた
め、情報システム、人材育成
等の消防防災基盤整備を推
進する。

債のための消防補助金について、175億42百万円を計上。 が指摘され、米国同時多発

テロの発生などを契機に安
全・安心に対する国民の関
心が一層高まる中、安全な
地域づくりをより一層推進
する必要がある。

ため、緊急消防援助隊を法定

し、消防庁長官の指示権を創
設することなどを内容とする、
消防組織法改正法案を第156
回通常国会に提出予定。
平成15年末までに情報システ
ム、人材育成等の消防防災基
盤整備を＿一層推進する。
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ハ．規制改革
（5）地域力戦略
総務省、文部科学省、関係
府省は、地方自治体と国立
大学等との連携の強化を図
る。

・地方公共団体の要語に基づき、国立大学等が行う科学
技術に関する研究開発等で、地域における産業の振興そ
の他住民福祉の増進に寄与するものに対し、国立大学等
において通常行われる研究開発等と認められる部分を除
くなど一定の要件のもとで、地方公共団体が経費を負担
できるように政令を改正（平成14年11月1日公布）。

き、現在、地方公共団
体において、国立大学等との具体的な
連携策が検討されている。

ホ．その 也の制度改革
産
総務省、関係府省は、情
報開示の推進等を含め電
子政府・電子自治体を推
進し、原則全ての国民と
の間の手続きの電子化を
平成15年度中に実施す
る。また、関係府省は、
lTS、GISの本格的
普及、医療や防災等の公
共分野におけるIT加
速、電子商取引等を推進
するとともに、電子入札
を積極的に進める。

（共同アウトソーシング）
平成15年度予算要求において、28．0億円を計上。
これを受け、全国45団体が検討。

全国の都道府県において、市町村との
間に共同化に関する協議が開始される
とともに、恒久的な協議会等の枠組み
を設定した都道府県が34ある。
将来的な効果として、
・運用コストの約7割削減（50市町
村、人口150万人の場合を想定）
・データセンターの運営等を行う地元
IT企業を中心に、通信サービスの提
供、ネットワークの保守・運用、メン
テナンス、物流サービス等、さらには
職員の教育・訓繚等について地元で相
当の需要効果の創出
が期待される。

・業務用アプリケーショ
ンの運用・保守等を行うI
DC（インターネット・
データ・センター）の確
保。
・　汎用性、拡張性及び安
定性を有するアプリケー
ションの開発。
・住民のニーズの高いプ
リケーションソフトの適切
な開発。
・　アウトソーシングに際
して、受託事業者における
情報セキュリティ、個人情
報保護の確保。
・行政評価・費用対効果
の検証

・平成15年度中に7程度の都道府
県、平成16年度までにすべての地
方公共団体における運用開始を予
定。

・地方公共団体に方針を明示し、必
要な研修等を予定。

・各都道府県間において適切な役割
分担により早期整備を図る。また、
各団体が開発したアプリケーション
プログラムを掲示し、互いに共用す
る仕組みの開発を行う。

・委託先とのSLA（サービス・レ
ベル・アグリーメント）に関する検
討を行う。

・チェックリスト等を提示し、必要
な監査体制の整備を図る。
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◎地方公共団体における行政情報の交換に重要な基盤で ◎平成13年10月に、全都道府県、政令 ◎総合行政ネットワークの ◎総合行政ネットワークの全
ある総合行政ネットワークの接続を要請。 指定都市の接続が完了。 全市区町村までの接続。 市区町村までの接続要語及び
◎地方公共団体の組織認証基盤の全市区町村までの整備 ・平成15年 2 月未現在、419市町村が ◎組織認証基盤の全市区町 支援。
を支援。 接続済み。 村までの整備。 ◎組織認証基盤の全市区町村
◎地方公共団体が行政手続のオンライン化を図る上で必
要な方策の提示等の支援を実施中。
◎地方公共団体の汎用受付システムの基本仕様の策定と
順次高度化。
◎行政情報の共有化等を進める統合型GISの運用及び利活
用に関する指毒十の策定。
◎平成14年 3 月29日付けで汎用受付システムの基本仕様
の策定。
◎平成14年 9 月17日付けで、 「統合型の地理情報システ
ムに関する運用指針J 及び 「統合型の地理情報システム
に関する活用指針」を策定、公表。

・総合行政ネットワークと霞が閑甑N
の接続を平成14年 4 月から開始。
◎各府省において、既存のアクション
プランを見直すとともに、申請 ・届出
等以外の手続についても対象とする新
たなアクションプランを2002年 7 月に
策定。
◎組織認証基盤については、平成13年
度内に全都道府県、政令指定都市にお
いて整備。

◎汎用受付システム基本仕
様の更なる高度化。
◎統合型の地理情報システ
ムの普及、導入促進等。

までの整備支援。
◎汎用受付システムの基本仕
様を基に、高度化を図るため

の調査研究事業を実施中。
◎ r統合型 G I S ポータルサ
イ ト」を活用した統合型の地
理情報システムの普及、導入
支援。

産業発掘力戦略／地域産 ・l T 革命に対応した消防防災分野での情報化を促進 ・大規模 ・特殊災害等にお ・平成15年度は、防災情報の
業の活性化

関係府省は、 i T S 、G

するため、情報基盤の整備等のほか、 I T 化のための いて、広域的な対応をより 共有化等のための高度消防防
補助金等などにより I T 化を推進した。 迅速 ・円滑に行うために 災情報通信ネットワークシス
・特に、通信のデジタル化、衛星通信の活用等による は、災害情報を迅速 ・確実 テムの構築のほか、 I T 化の

l S の本格的普及、医療 情報通信の高度化のため、通信衛星を用いて地図情報 に伝達し、国 ・都道府県 ・ための補助金などにより、消
や防災等の公共分野にお 等を伝送するための検討を行った。 市町村の相互間における情 防防災分野における I T 化を
ける l T 化加速、電子商 ・平成15年度予算に、事業費1，150百万円、補助金 報の共有化等のためのシス 引き続き推進する。
取引等を推進するととも 2，391百万円を計上。 テムを整備することが必要 ・なお、通信のデジタル化に
に、電子入札を積極的に ・情報通信基盤のシステム整備及び運用を行うととも 不可欠である。 対応する監視制御装置、一斉
進める。 に、 I T 化のための補助金等により、消防防災分野の ・特に、通信のデジタル化 指令装置及び映像伝送装置の

l T 化を着実に推進した。

・なお、現在、通信衛星を用いて地図情報等を送信す
ることは困難であることから、今回の検討結果を踏ま
え、今後、施設設備の改修を行うこととしている。

への円滑な移行のため、国
の施設設備を先行して整備
する必要がある。

改修を行うこととしている。

・情報基盤の整備等のため、携帯電話からの119番通 ・I P 電話の普及や多様化 ・平成15年度は、 I P 電話の
報及び発信地表示や山岳地帯等において携帯電話の位 する携帯電話からの119番 普及や携帯電話機能の多様化
置を特定させるための技術的な問題点を検討した。 通報への対応についての検 （メール、画像等）を踏ま
・平成15年度予算に、75百万円を計上。

t携帯電話における電波の技術的な問題点の解決に向
け、一応の目途がついたことから、今後はその導入方
策についての検討を行うこととしている。

討が必要である。 え、これらからの新たな119番
通報のあり方について、広く
検討を行うこととしている。
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（5）‾地域力戦略
総務省、文部科学省は、公
立大学について、国立大学
の動向の踏まえつつ改革を
進めながら、平成1 5 年度
から、研究施設の共同利
用、大学院社会人コースの
拡充等、地域経済の活性化
に資するような積極的な活
用を推進する。

時務省 ・公立大学の地域貢献に関する事例の調査を実施予定。 （p第156回国会会期末

・公立大学の地域貢献に関する
事例の調査結果を地方団体に紹
介。

（1） 人間力戦略／個性 総務省 ○地域の教育等の高度化を実現するため、学校、図書 平成15年2月までに約6，500校の学校 re －J叩抽重点計画－2 0 0
のある人間教育 館、公民館、市役所などを高速・超高速で接続する地 を高速のネットワークで整備。 2」で掲げられた、2 0 0 5
文部科学省は、 IT 国民 域公共ネットワークの整備に取り組む地方公共団体等 年度までの概ねすべての公立
皆教育戦略として、義務 を支援しているところ。 小中高等学校等の高速イン
教育におけるIT を活用 （平成14年度補正予算） ターネット常時接続を目指し
した情報教育を平成1 4 ・地域イントラネット基盤施設整備事業　 2 4 ，3 6 て、引き続き、地域イントラ
年度から推進する。ま 5百万円

・新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業 1 0 ，0

ネット樫設・基盤整備事業等
た、総務省及び文部科学 により、学校の lT 環境の整
省は、平成 1 7 年度まで
に公立小中高等学校等の
全教皇がインターネット
に接続できるようにする
など、学校の IT 環境の
整備を進める。

0 0 百万円
（平成15年度政府予算案）

・地域イントラネット基盤施設整備事業　 3 ，9 6 3
百万円

・地域公共ネットワーク基盤整備事業　　 2，0 4 2
百万円

・新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業　 2，1 0
7 百万円

備に取り組んでいく予定．
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11 ）人間力戦略／挑戦者 総務省 ・総務省、国土交通省、、厚生労働省、経済産業省は連 現在進めている rテレワー 「テレワーク ・S O H O の推
支援 携して、 「テレワーク ・S O H O の推進による地域活 ク ・S O H O の推進による 進による地域活性化のための
総務省、厚生労働省、経 性化のための総合的支援方策検討調査」を実施し、テ 地域活性化のための総合的 総合的支援方策検討調査」の
済産業省、国土交通省は レワーク推進のための総合的な支援方策を検討してい

る。

・総務省において rSOHOのグローバル活動を通じた地

支援方策検討調査」の結果 結果分析とテレワーク推進上
連携して、平成 1 4 年度 等を踏まえて、総務省、厚 の課題、支援のあり方等をま
から、情報通信環境の高 生労働省、経済産業省、国 とめ、シンポジウムで公表予

定。
また、総務省は rSOHOのグ

度化、地域コミュニティ 域活性化に関する検討委員会」を開催し、地域におけ 土交通省は連携して、テレ
形成、ビジネス環境整 るビジネスをはじめ様々な分野で先導的な役割を果た ワークを推進する上での課
偉、就業条件の確保等を しているSOHOの実態、またそれを支えるSOHOの支援団 題と総合的な支援方策につ ローパル活動を通じた地域活
通じて、テレワーク ・
SOHOなど多様な働き方を
支援する。

体の活動についての調査を実施した。 いて検討していくことが必
要である。
また、現在進めている
「SOHOのグローバル活動を
通じた地域活性化に関する
検討委員会」の結果等を踏
まえて、先導的な役割を果
たしているSOHOの分析及び
SOHOを支える支援団体の現
状と課題を明らかにするこ
とで、SOHOがその能力を最
大限に活用して、地域社会
に定着し、地域活性化に寄
与するような支援方策につ

いて検討していくことが課
題である。

性化に関する検討委員会」に
おいて、グローバリゼーショ

ンの進展のもとでの先導的な
SOHOの実態調査、及びSOHOの
ための支援組織の現状と課題
に関する調査結果について年
度内に議論 して、平成 1 5 年
度予算で実施する 「テレワー
ク ・SOHOの推進に関する調査
研究」など、施策の検討に反
映させる。

151地域力戦鴫／地域産 総務省 平成 1 5 年度政府予算原案では （目 地域の情報通信 q）平成 1 5 年度のできるだけ
業の活性化

総務省は、平成 1 4 年度

基盤の整備 ：地域イントラネット基盤整備事業等
（2 ）アプリケーション開発等の促進 ：先進技術型研
究開発助成制度 （3） I T 技術者の育成 ：情報通信人

早い時期に指定を行う。
②各地方公共団体による計画
の推進。

から、ハー ド・ソフ トの 材研修事業支援制度において、所要の予算額 （6 7 ． （診lT ビジネスの地域展開モデ
施策の集中展開を通じ、 2 8 億円の内数）を確保。 ルの構築。結果の分析 ・公表

魅力的な t T ビジネス環 平成 1 5 年 1 月 1 6 日より 1 ケ月間指定を受けようと による、当該モデルの他地域
境の先行的実現 （l T ビ する地方公共団体を募集した。 への展開を通じた地域経済の
ジネスモデル地区構想）

により、 I T 産業集積を
通じた地域経済活性化を
推進する。

学識経験者等による評価委員会を設置し、各地方公共
団体の計画を評価しているところ。

活性化。
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（5）地域力戦略／地域産 軍務省‘ ○地域の教育等の高度化を実現するため、学校、図書 平成 15年2月までに約6，500校の学校 ・ 「e－J叩叩重点計画－ 2 0 0

業の活性化

総務省は、平成 1 4 年度

館、公民館、市役所などを高速 ・超高速で接続する地
域公共ネットワークの整備に取り組む地方公共団体等
を支援しているところ。

を高速のネットワークで整備。 2 」で掲げられた、 2 0 0 5
年度までの高速 ・超高速で接
続する地域公共ネットワーク

から、地方公共団体が行 （平成14年度補正予算） の全国的な普及の実現を目指

う光ファイバ網等の整備 t地域イントラネット基盤施設整備事業　 2 4 ， 3 6 して、引き続き、地域イント

に対して支援を行い、地 5 百万円 ラネット基盤施設整備事業等
理的要因による情報格差 ・新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業 1 0 ，0 により、地域公共ネットワー
を是正することによっ

て、新たな産業の振興な
ど地域産業の活性化を図

る。

0 0 百万円
（平成 15年度政府予算案）

・地域イントラネット基盤施設整備事業　 3 ， 9 6 3
百万円

・地域公共ネットワーク基盤整備事業　　 2 ， 0 4 2
百万円

・新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業　 2 ， 1 0
7 百万円

O r地域公共ネットワーク整備計画の取りまとめ」
（平成 1 4 年 7 月総務省）によると全地方公共団体
（3，2餌団体）のうち、地域公共ネットワークを既に
整備済みの地方公共団体は　 副い㍑ （1．143団体）と
なっていたところ。現在、平成 1 4 年 7 月以降の地方
公共団体における地域公共ネットワークの整備計画に

ついて調査を行っているところ。

クの整備に取り組んでいく予
定。

・過疎地域等の条件不利地域においては、地理的要因
によるデジタル ・ティパイ ドが懸念されるため、過疎

（平成14年度に創設された制度であ
り、まだサービス提供は行われてい

・地理的要因によるデジタ
ル ・ティパイド是正の一層

Q）平成14年度の執行手続を完
了させるとともに問題点等を

地域等の町村がモデル事業として地域公共ネットワー ないことから、効果を報告できる段 の促進。 整理の上．平成15年度の執行手
クを活用し加入者系光ファイバ網を整備する場合に、 階にないため、サ⊥ビス提供開始後 ・実施地域のフォローアツ続に活用。

③平成 17年度までの民間事業
者によるインフラ整備の状況
を注視しつつ、デジタル ・
ディパイ ドの是正に務める。

総務省が所要経費の一部を補助する 「地域情報交流基
盤整備モデル事業」を平成14年度より実施。

・平成14年度は予算額10億円。4地域6町に交付決定済
み。

・平成15年度政府予算案 「加入者系光ファイバ網設備
整備事業J 9 ． 5 億円

に検証） プ。
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・平成 1 5 年度政府予算案 「移動通信用鉄塔施設整備 ・過疎地等の条件不利地域 ①平成15年度においても移動 ．
事業」 1 8 ．0 億円

・過疎地等の条件不利地域において、民間事業者によ
る移動通信サービスを受けられない地域が多数存在す
ることから、市町村が移動通信用鉄塔施設を整備する
場合に、国が所用経費の一部を補助する r移動通信用
鉄塔施設整備事業」をこれまで実施 しており、平成13
年度末現在で、市町村役場及びその支所等が移動通信
サービスエリアとしてカバーされている市町村割合が
約94％となっている。平成14年度においては、51市町
村にて事業を実施しているところである。

において、民間事業者によ
る移動通信サービスを受け
られない地域が多数存在す
る。

通信用鉄塔施設整備事業を実
施。

②e－Jap加重点計画－2002で掲
げられた、2003年度までに市
町村役場及びその支所等が移
動通信サービスエリアとして
カバ⊥されている市町村割合
を95％以上とするとの整備目
標の達成を目指す。

③過疎地等の条件不利地域に
おいて、民間事業者による移
動通信サービスを受けられな
い地域が多数存在することか
ら、引き続き移動通信サービ
スエリアの整備の支援に取り
組んでいく。

（5 ）地域力戦略 総務省 ・市町村合併施策を推進するための具体的な方策に閑す ・平成13年8 月の支援プラン策定以 ①、②、③
総務省及び関係府省は、市 る提言、情報の提供等が行える豊富な知識と経験を有す 降、静岡市など20件の市町村合併が ・合併特例法の期限である平成
町村合併を促進し、目途を る者を派遣するという市町村合併アドバイザー制度等を 成立又は市町村合併の告示済み（平 1 7 年3 月までに十分な成果が
立てて速やかな市町村の再
鰐を促す。

活用し、市町村合併の推進を積極的に支援。

・市町村合併支援プランに基づき、関係府省において、
必要な行財政措置を講じ、各種事業を実施。

・平成 1 4 年度補正予算に、市町村合併推進体制整備費
補助金を 2 5 ． 0 億円を計上。

・平成 1 5 年度予算に、市町村合併推進体制整備費補助
金を 3 0 ．6 億円。

成15年3月19 日現在）。

・法定協議会又は任意協言義会を設置
している市町村（1，618）が全市町村
（3，217）の過半数を突破 （平成15年1
月1 日時点）。

・都道府県により、312地域1328市町
村が合併重点支援地域として指定
（平成 15年3月17日）。

挙げられるよう自主的な市町村
合併を積極的に推進。
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